
〈概要〉 〈市町村数の変遷〉
(1)面 積

(2)人 口

(3)世 帯 数

(4)有権者数 (平21.9.2現在）

〈産業〉 (百万円・人）

 

△ △

〈組織〉

(1)市町議会 (平22.2.5現在)

(3)職 員 (平21.4.1現在）

29
平成18年
1月10日

14 15 0

51
平成17年
1月1日

15 29 7

573人

－

100.0%

法 定 定 数

帰属利子 320,568 3.99% －

8,027,479

1,817

公営企業等 4,234 施 設 2,877

計 19,445 計 10,593

全 職 員 数
（定員管理調査）

 一 般 職 員 数
（決 算 統 計）

区 分 総生産(平18年度) 就業人口(平17.10.1現在)

第1次 110,917 1.38%

774人

条 例 定 数

町村合併促進

法施行

新市町村建設

促進法施行

特例法施行

市町村の合併
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昭和28年

昭和30年

昭和31年

昭和40年

289

274

12 39 58 109

13

昭和50年

昭和60年

平成７年

13

13

市制町村制施

行

年 町市 村

317 3361 18

728,119 780,645 1,508,764

 6.8%  1.4%

675,459  32.9%

男 女 計

17/60

21.5%

718,960
昭60.10.1 平17.10.1 増 減 率 平21.3.31現在

508,085

45,103 4.9%

337.51ｋ㎡

平21.3.31現在 1,854,050
平 17 国 調

1,747,311 1,841,358 1,866,963

老年人口割合

総面積

市 町 総 括 表

17/7

（平21.1.1）

3732.05ｋ㎡

増 減 率

計 備 考

明治22年

昭和20年

5,899

（平20.10.1）

耕 地 宅 地 山 林
（平19.7.15） （平20.3.31）

47

33.2%

第3次 58.86% 557,537

43.75%

60.4%

第2次 3,512,202 306,113

4,724,928

9

教育・消防 4,427 支 所 等

計 100.00% 922,622

一般行政 10,784 本 庁

昭60.10.1 平7.10.1 平17.10.1

5777.19ｋ㎡ 623.00ｋ㎡

66平成15年 14 43 9



〈財政〉
(1)決算収支(普通会計) (百万円)

(2)主な歳入歳出 (百万円・％) (3)主要指数 (平20年度)

〈教育〉 （平20.5.1) ( )市町立以外内数 〈公共施設整備状況〉 （平17年度）

〈福祉〉 （平21.4) ( )市町立以外内数

〈医療〉 (病院:平21.10.1  診療所･歯科:平21.10.1)

88.7%（ 含 減 税 補 て ん 債 等 ）

市 町 村 保 健 セ ン タ ー ( 箇 所 数 ) 48

〃 スポーツ施設( 〃 ) 243

区  分 病     院 診療所 歯  科

施設数 1,502 862106 (20,915床)

80.7%

生活保護率(平21.4) 7.6 ‰ （人口千人当り） そ の 他 図 書 館(箇所数) 36

下 水 道 等 普 及 率 66.8%定 員 39,816 6,419 1,320

99.2%

施 設 数 439（165） 107（105） 21（14） 33（0） 上 水 道 等 普 及 率 98.8% 97.0%

ご み 収 集 率 97.2%

し 尿 衛 生 処 理 率 94.8%
区  分 保育所

特別養護
老人
ホーム

養護老人
ホーム

21,528 108,596 54,696

老人福祉
センター

都市公園等 人口１人あたり面積(㎡)

箇所数 262(63) 432(3) 187(11)

児童生徒数 舗 装 率

8.8 10.9

改 良 率 45.1% 55.0%

75.3% 79.0%

621,1331.3

区  分 幼 稚 園 小 学 校 中 学 校

1.2

△ 10.9

△ 3.8

普通建設
事 業 費

歳 出 計 640,739 649,178

25,118補助 27,247 △ 8.5

物 件 費 89,713 87,2754.1

単独 54,607 55,714

小 計 301,553 303,377

義
務
的
経
費

83,436

83,195

136,747人件費 139,970

公債費

経常一般財源比率

経 常 収 支 比 率

4.1 5.6

△ 1.6△ 2.3 134,851

86,197

将 来 負 担 比 率11.3 △ 14.2

歳 入 計 661,155 672,182 621,133

62,158 52,912△ 4.9

0.2

81,465

扶助費 80,118

8.7県支出金 33,834 34,902 33,352

財政力指数(18～20)1.7 △ 3.8

地 方 債 55,847

－

5.5%

97.9%

92.3%

国庫支出金 51,787 51,561△ 2.4

実質公債費比率3.2

実 質 赤 字 比 率 －

79,772,879千円

連結実質赤字比率

12.8%

100.9%

0.690

95.6%

68,288百万円

実 質 収 支 比 率

区            分 当該団体 全国平均

道 路

48,542

76,830,440千円

16,860,555千円

対前年伸率 21当初予算 対前年伸率

地方交付税 98,807 103,304△ 5.2

地 方 税 291,779 298,269 276,832 標 準 財 政 規 模 437,105,575千円10.4

17,748 2,971 173,464

区   分区   分 19決算 対前年伸率 20決算 指 数 等

701,137

692,51720 決 算 672,182 649,178 23,004

661,155 640,739 20,414 17,918 △ 4,286 160,491

地方債現在高

18 決 算 659,659 633,015 26,644 22,995 15 151,455 713,358

実質収支 実質単年度収支 積立金現在高

2.2 △ 5.0

区 分 歳 入 歳 出 形式収支

19 決 算

土地開発公社土地保有高

財調基金

減債基金

税 の 徴 収 率

積立金
現在高

特定目的

4.6 4.398,653

2.1 △ 1.6

△ 0.4 △ 0.4

0.4

△ 7.8 △ 11.6

96,725

0.6 0.3

82,047

303,095

0.9

1.7

6.7

2.6

△ 25.8

25,314

41,2922.0

△ 2.7 2.1


